
東日本大震災復興特別会計
繰入れ      ５，５０７ 

国の一般歳出の約５２％は社会保障関係費 （高齢化等に伴い、一般歳出に占める社会保障関係費が急増） 

歳出 歳入 

歳出 
９０３，３３９ 
（１００．０） 

歳入 
９０３，３３９ 
（１００．０） 

（億円、％） 

一般歳出 
５１２，４５０ 

 

国債費 
２１９，４４２ 

 

地方交付税
交付金等 
１６５，９４０ 

 

社会保障 
２６３，９０１ 

 

公共事業 
４５，７３４ 

 

文教及び 
科学振興 
５４，０５７ 

 
その他 

１０１，６２０ 
 

防衛 
４７，１３８ 

 

租税及び 
印紙収入 
４２３，４６０ 

 

公債金収入 
４４２，４４０ 

 

その他収入 
３７，４３９ 

 

所得税 
１３４，９１０ 

 

法人税 
８８，０８０ 

 

消費税 
１０４，２３０ 

 

その他 
９６，２４０ 

 

特例公債 
３８３，３５０ 

 

建設公債 
５９，０９０ 

 

一般歳出に占める 
社会保障関係費の割合 
 → 約５２％ 
（注） 
・ 歳出予算（36.5％分）と税制抜  
  本改革により確保される財源を 
  充てて償還される「年金交付国 
  債」により２分の１を確保  

・ 年金差額分（社会保障関係費   
 に限る）は、25,044億円 

・ 年金差額分を考慮すると、 
  ２０１２年の社会保障関係費の 
  一般歳出に占める割合は、 
  約５４％ 

年度 歳出総額 一般歳出 社会保障関係費 

２０１２ ９０３，３３９ ５１２，４５０ （１００％） ２６３，９０１ （約５２％） 

２００５ ８２１，８２９ ４７２，８２９ （１００％） ２０３，８０８ （約４３％） 

２０００ ８４９，８７１ ４８０，９１４ （１００％） １６７，６６６ （約３５％） 

（億円） 一般歳出に占める社会保障費の割合の推移 

    平成24年度 国の一般歳出と社会保障関係費 
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厚生労働省予算の約９８％は年金、医療等の給付費の国庫負担などの義務的経費 

厚生労働省予算 
２６６，８７３ 
（１００．０） 

 
（億円、％） 

義務的経費 

（年金・医療等
の経費を除く） 
５，２７５ 
（２．０） 

裁量的経費 
６，３４７ 
（２．４） 

公共事業 
関係費 
２０４ 
（０．１） 

年金（※） 

８１，０３７ 
（３０．４） 

医療 
１０１，９６２ 
（３８．２） 

介護 
２３，３９２ 
（８．８） 

雇用 
１，８９８ 
（０．７） 

福祉等 
４６，７５８ 
（１７．５） 

その他 
６，５５１ 
（２．５） 

人件費等 
５，２７５ 
（２．０） 

※ 厚生労働省予算は、尐子高齢化に伴い、制度改正 
     を行わなくても毎年度増加（自然増）する傾向。  

近年の自然増の推移 

平成24年度 厚生労働省予算の概要 

年度 自然増額（億円） 

１９ ７，４５０ 

２０ ７，２００ 

２１ ８，７００  

２２ １０，８００   

２３ １２，４００   

２４ １１，６００ 

※ 平成24年度の基礎年金国庫負担割合は、歳出予算（３６．５％分）と税制抜本改革により 

    確保される財源を充てて償還される「年金交付国債」（年金差額分２４，８７９億円）により 

  ２分の１を確保。 

       なお、「年金交付国債」は、年金差額分と運用収入相当額とを合算した額を発行。 

義務的経費 
（年金・医療等の経費） 

２５５，０４７ 
（９５．６） 
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区  分 

平成２３年度 

予  算  額  

（Ａ） 

平成２４年度 

予  算  案  

（Ｂ）  

 
増△減額 
（Ｃ） 

(（Ｂ）－（Ａ）) 
 

増△減率 
（Ｃ）／（Ａ） 

一 般 会 計 ２８９，６３８ 

２６６，８７３ 
 

このほか、年金交付国債 
２４，８７９（※） 

 
△２２，７６５ 

 
このほか、年金交付国債 

２４，８７９（※） 

 

△７．９％ 
（※※） 

   東日本大震災 

   復興特別会計   

 
－ 
 

１，２７６ １，２７６ － 

厚生労働省計上分 － ２８３ ２８３ － 

復興庁計上分 － ９９３ ９９３ － 

（単位：億円） 

※ 平成２４年度の基礎年金国庫負担割合は、歳出予算（３６．５％分）と税制抜本改革により確保される財源を充てて償還される 

 「年金交付国債」（年金差額分２４，８７９億円）により２分の１を確保。 

  なお、「年金交付国債」は、年金差額分と運用収入相当額とを合算した額を発行。 

※※ 平成２３年度予算からの増減については、４ページの［参考］を参照。 

平成24年度 厚生労働省関係予算案 

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］ 3 

（注１）平成２３年度予算額は、当初予算額である。 
（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 



 

 
 
 
 

 
 
 

２８９，６３８億円 

 
 
 
 
 

 

［ 参  考 ］ 

２８３，７６７億円 

平成２３年度 平成２４年度 

※ 子どものための手当の額（月額）の変更 
  (「平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法」に基づく) 
  
   ３歳未満  ２．０万円   ⇒    １．５万円 
  ３歳以上  １．３万円   ⇒    １．０万円   

    （ただし、３歳～小学生までの第３子については、１．３万円→１．５万円）   

 

子どものための手当の地方負担額の増等 

 ２，８０３億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 東日本大震災復興特別会計                 
              １，２７６億円 

２６６，８７３億円 

 

  年金交付国債 

２４，８７９億円 

＋１２，０６４億円 

※ ５，８７１億円 
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平成24 年度 厚生労働省一般会計予算案 
社会保障関係費の内訳 

（単位：億円） 

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］ 

平成２３年度 

予  算  額 

（Ａ） 

平成２４年度 

予  算  案 

（Ｂ） 

増 △ 減 額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増 △ 減 率 

（Ｃ）／（Ａ） 

社会保障関係費 ２８５，１５３ 
２６２，１５２ 

このほか、年金交付国債 
２４，８７９(※) 

△２３，００１ 
このほか、年金交付国債 

２４，８７９(※) 

 
△８．１％ 

  年  金 １０３，８４７ 
８１，０３７ 

このほか、年金交付国債 
２４，８７９(※) 

△２２，８０９ 
このほか、年金交付国債 

２４，８７９(※) 

 
△２２．０％ 

  医  療 ９９，２５０ １０２，４４２ ３，１９３ ３．２％ 

  介  護 ２２，０３７ ２３，３９２ １，３５５ ６．１％ 

  福  祉  等 ５７，４７３ ５３，０７９ △４，３９４ △７．６％ 

  雇  用 ２，５４７ ２，２０２ △３４５ △１３．５％ 

年金  

81,037億円 30.9% 

医療 

102,442億円 

39.1% 

介護  

23,392億円 

 8.9% 

福祉等 53,079億円 

20.2% 

雇用 

2,202億円 0.8% 

平成２３年度 

２８５，１５３億円 

 
 
 
 
２７９，２８１億

円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

２６２，１５２億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

子どものための手当の地方負担額
の増等  ２，８０３億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＋１０，８７９億円 

平成２４年度 

※ 平成24年度の基礎年金国庫負担割合は、歳出予算（３６．５％分）と税制抜本改革により  

 確保される財源を充てて 償還される「年金交付国債」（年金差額分２４，８７９億円）により  

 ２分の１を確保。 

    なお、「年金交付国債」は、年金差額分と運用収入相当額とを合算した額を発行。 

 
年金交付国債 

２４，８７９億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

東日本大震災復興特別会計 
         ３２６億円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

※ ５，８７１億円 

※ 子どものための手当の額（月額）の変更 
 （「平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法」に基づく） 

   ３歳未満  ２．０万円    ⇒    １．５万円 
   ３歳以上  １．３万円    ⇒    １．０万円  等 

［ 参  考 ］ 
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特別会計 

区  分 

平成２３年度 

予  算  額

（Ａ） 

平成２４年度 

予  算  案  

（Ｂ） 

増△減額 
（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増△減率 
（Ｃ）／（Ａ） 

特 別 会 計 
 

８３８，５６３ 
 

 
８４３，５７９ 

 
５，０１５ ０．６％ 

労働保険 

特別会計 
４２，５６９ ３８，８８７ △３，６８２ △８．６％ 

年金特別会計 ７９５，９９４ ８０４，６９１ 
 

８，６９７ 
 

１．１％ 

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］ 

（単位：億円） 

※ 歳出ベース 
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（注１）平成２３年度予算額は、当初予算額である。 
（注２）特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別会計においては、徴収勘定を除いたもの 
    である。 
（注３）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 



平成24年度 厚生労働省予算案のポイント 

【平成２４年度予算概算要求時の主な課題】 【平成２４年度予算案】 

○平成２４年度以降の子どものため 
  の現金給付制度 

 ○平成24年度以降、恒久的な子どものための手当制度を創設。 
 ○所得制限未満の者の手当額は、「平成23年度における子ども手当の支給等に
関する特別措置法」と同様。（3歳未満15,000円、3歳以上10,000円 等） 

 ○所得制限（基準額960万円（夫婦・子ども2人））を導入。 
    所得制限以上の者は、中学校修了までの子ども一人につき、5000円を支給。
（平成24年6月分から適用） 

 ○国と地方の費用負担割合は、２対１。 
 ○所要の法律案を通常国会に提出。 
 ※ 地方増収分（5,050億円）については、子どものための手当の地方負担の拡充や 
   国庫補助負担金の一般財源化等の国と地方の負担調整等を実施        など 

○基礎年金国庫負担割合１／２ 

  の確保 

○平成24年度の基礎年金国庫負担割合は、歳出予算（36.5％分）と税制抜本 
     改革により確保される財源を充てて償還される「年金交付国債」により２分の１
を確保。（法律上・予算上明記） 

 ○報酬改定 

     ①診療報酬改定 

    ②介護報酬改定 

    ③障害福祉サービス費用（報酬）の改定 

 ①全体改定率 ＋０．００４％ 
   ・診療報酬改定（本体） 改定率 ＋１．３７９％ 
   ・薬価改定等                   改定率 ▲１．３７５％ 
   （診療報酬改定（本体）の重点項目） 

    ・病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減・処遇改善の一層の推進を図る。 
     ・医療と介護等との機能分化・連携強化や在宅医療の充実を図る。 
    ・がん治療等の医療技術の進歩の促進と導入を図る。 

 ②介護報酬改定 改定率 ＋１．２％ 
   （改定の方向） 
    ・介護職員の処遇改善については、これまで講じてきた措置と同様の措置を講ずることを

要件とし、事業者が人件費に充当するための加算を行うなど、必要な対応を講ずる。等 

③障害福祉サービス費用（報酬）の改定 改定率 ＋２．０％ 
   ・福祉・介護職員の処遇改善等を推進 

・所要の法案を通常国会に提出。 

・平成25年度から税制抜本改革により安定財源を確保するまでの間の年金
差額分の取扱いは、引き続き検討。                                         など 
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※ 所得制限世帯への措置を含めた制度のあり
方については、予算編成過程で検討。 

  ※ 平成24年度における「年金交付国債」の発行額 
    平成24年度の基礎年金の給付に要する費用の２分の１と36.5％の差額分(2兆4,879億円)

及び運用収入相当額とを合算した額 

※ 平成22年度税制改正における年少扶養控除
等の見直しによる地方増収分（5,050億円）
の取扱いは、予算編成過程で検討。 


